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■ＣＥＳ(CocsumerElectronicsShow) （2026.1.6~1.9 ラスベガス）

□ポスト・スマホ探る トレンドは AI 端末か               2026.1.6

2026 年のテクノロジー業界は、生成 AI（人工知能）を端末や社会にどう実装するかが注

目される。米国時間 6 日には世界最大のテクノロジー見本市「CES」が米ラスベガスで開

幕し、26年のテックトレンドを先取りする。生成 AI 開発は過熱投資への懸念もあり、価

値の創出が問われる 1年になる。

□ＣＥＳ、主役はＡＩロボ 半導体握るエヌビディアが旗振り       2026.1.8

姿消す日本家電 ソニー本体出展せず/パナはＡＩにシフト

ＡＩ（人工知能）の進化を映し出すように、ＡＩを使った新技術の展示が目立つ。かつ

てはＣＥＳで家電製品を披露してきた日本企業にも変化が訪れている。

□AI ロボは人手補う「移民」か 米 CES のテーマに 2026.1.8 

エヌビディア CEOが肯定論 技術者らは代替警戒

CES では人工知能（AI）の雇用への影響が大きなテーマとなった。米エヌビディアのジェ

ンスン・ファン最高経営責任者（CEO）は AI を搭載したロボットを、労働力を補う「移

民」として受け入れていく必要があると提唱。肯定的な見方と警戒論が交錯した。

□CES に戻った中国企業 米テクノロジー見本市閉幕 2026.1.10 

本社移し関税回避も 「トランプ後」にらむ 

CESが 9日に閉幕した。今年はソニーグループなどの日本企業が出展を見送るなか、近年

鳴りを潜めていた中国企業の存在感が復活した。米政府による米中のデカップリング

（切り離し）をすり抜けようと、したたかに米国で営業する中国勢の姿があった。 

１ 



■ディスプレイデバイス（液晶・有機 EL

□ＴＶ液晶パネル下落 11 月、2年 5カ月ぶり安値 2026.1.6 

テレビに使う液晶パネルの価格が 2 カ月連続で下落した。大型品の指標となる TFT55 型

オープンセルの 2025 年 11 月の価格は前月に比べて 4 ドル（3%）安い 1 枚 116 ドル前後

と、2年 5カ月ぶりの安値となった。下落率は 10月の 2%から拡大した。

□ＡＧＣ、ヘッドアップディスプレー開発 反射率 5 倍超   2026.1.6 

サングラス着用でも鮮明

ＡＧＣは乱反射光を遮る偏光サングラスを着用していても鮮明に表示が見える車載用の

ヘッドアップディスプレー（ＨＵＤ）を開発した。フロントガラスとは独立したパネル

を設置する方式で、独自のコーティング技術により反射率を従来のフロントガラスに直

接照射する方式に比べ、５倍以上に高めた。すでに欧州の完成車メーカー（ＯＥＭ）で

の採用が決まっており、２０２８年ごろに搭載車が発売される見通し。

□Samsung が、煩わしい折り目をなくす新しい技術を発表         2026.1.7

CES 2026 で、サムスンディスプレイは中央の折り目が完全になくなった新しい折りたた

み式スクリーン技術を正式に発表した。どんなに極端な角度から見ても、完全に平坦な

表面を実現している。

この進歩の秘密は、全く新しい機械構造。従来の支持構造の代わりに、ディスプレイパ

ネルの下にレーザーカットされた超薄型の金属プレートを組み込んだ。この技術により、

ヒンジ部全体に機械的な圧力が均等に分散され、一軸に集中することがなくなる。開い

た際に応力が完全に分散され現在の折りたたみ式スマホに特徴的な折り目の発生を防ぐ。

□韓国 LG、薄さ 9mm「Wallpaper TV」発表「目指したﾃﾞｻﾞｲﾝが完成」 2026.1.5 

韓国 LG Electronics は、薄さ 9mm という“壁紙”デザインの有機 EL テレビ「LG OLED 

evo W6(Wallpaper TV)」を発表した。2017 年に発表した「Wallpaper Design」を復活さ

せたモデル。主要部品の徹底的な小型化と内部アーキテクチャの再設計により、9mm とい

う薄さを実現しつつ、構造的な堅牢性も確保したという。有機 EL パネルでは、反射を抑

えつつ黒や色、明るさを強化するという「Hyper Radiant Color Technology」を採用。

輝度を高める「Brightness Booster Ultra」も搭載しており、LG OLED evo W6 では従来

の有機 ELと比べて、最大 3.9倍の明るさを実現している。 

２ 



 

 

□サムスン、「AI 体験をより身近かつ信頼あるものに」                 2026.1.6 

130 型マイクロ RGB LED 液晶テレビ実機展示も 

サムスンが発表した 130 型のマイクロ RGB LED 液晶テレビ 

「CES 2026」本開催の前々日となる 4 日にサムスン電子のプレス向け記者会見が開かれ、

独自の AI アシスタント「Vision AI Companion」を搭載するスマートテレビや、Bixby

対応の生活家電の新製品などが発表された。130 型のマイクロ RGB LED 液晶テレビも公

開。バックライトユニットに大きさ 100μm 未満の赤・緑・青（RGB）マイクロ LED を用

い、それぞれが独立発光する仕組みを採用、液晶テレビの一種。高精度な光制御と優れ

た色再現性を特徴とする。 

 

□ＴＣＬ ＣＳＯＴ、98 型 RGB LED や印刷式 RGB OLED 披露。世界初のｽﾗｲﾄﾞ式車載ﾊﾟﾈﾙも 

                                        2026.1.8 

 世界初のスライド式＆マルチカーブデザインの車載用 OLED (28 型) 

TCL CSOT は、「CES 2026」にて、98 型 RGB LED や RGB ストライプ構造の印刷式 OLED など

最新のディスプレイ技術を発表した。98型の HVA Ultra Infinity View TV ディスプレイ

は、高度な RGB バックライト技術を搭載した新しい液晶パネル。18,000 のローカルディ

ミングゾーンと、BT.2020 の幅広い色域をサポート。映り込みの少ないアンチグレア加工

の表面と、非常に薄いベゼル設計により、「没入感を高め、真の映画体験を実現する」と

している。世界初という、スライド式＆マルチカーブデザインの車載用 OLED ディスプレ

イも発表。RGB のピクセルレイアウトと、16 型から 28 型まで伸びるスライド機構を備え

ているのが特徴。製造はインクジェットプリント式。 

 

□京セラ、メタレンズで空中映像 厚さが 1mm以下に                2026.1.19 

 京セラは、メタレンズ技術を活用し、光学系の小型化と奥行き感のある映像表現を両立

したスマートウオッチ型の「ウェアラブル空中ディスプレイ」を開発「CES 2026」で初

公開した。赤色と緑色の映像表示が 2～3cm浮いて見える。視野角は±10度である。 

従来の凹凸レンズ（左）と京セラが開発したメタレンズ（右）の比較。メタレンズは平

面状で厚さは 1mm。 

  

                                       ３ 



□ＮＨＫ技研 発電できる有機 EL～発光・発電を両立したデバイスでの青色発光は世界初

2026.1.21 

NHK 放送技術研究所は、千葉大学先進科学センターの深川弘彦特任教授、京都大学大学

院理学研究科の畠山琢次教授と共同で、一つの素子で「発光」と「太陽光発電」を切り

替えて使用できる「発電できる有機 EL ディスプレーデバイス」の開発に成功した。発

光と発電を両立したデバイスで青色の発光を実現したのは世界で初めて。 

□有機 ELパネル最安値 10～12月大口 配信普及でテレビ不振         2026.1.28

有機 EL テレビに使うパネルの取引で最安値の更新が続いている。指標品の大口取引価格

は 2025 年 10～12 月期に 6 四半期連続の下落で決着した。動画配信サービス普及の影響

や高価格が敬遠されたことで、有機 ELテレビの需要が振るわない。

■半導体

□次世代半導体向けサポートウエハーの生産能力を 3 倍に                2025.12.11

日本ガイシは、次世代半導体市場への対応を強化するため、ハイセラムキャリアの生産

能力を約 3 倍に増強する。ハイセラムキャリアは、複数の小型半導体チップを組み合わ

せて高性能を実現するチップレット集積において、半導体チップを一時的に固定するた

めの支持材。この支持材に光を通す他、高い剛性と耐久性を備えた透光性セラミックス

「ハイセラム」を採用している。ハイセラムを用いることで、従来のガラス製サポート

ウエハーで課題となっていた、製造時の反りや破損を大幅に低減す、製造工程の安定性

が向上し、製品ロスの削減や品質向上につながる。

□サムスン注目の半導体新興  放熱材・封止材開発の「応用技術研究院」  2026.1.7

中国通信機器大手の華為技術（ファーウェイ）出身の技術者が日本で設立した、半導体

素材スタートアップが韓国サムスン電子系の商社などから約 13 億円を集めた。日本の素

材技術に対する世界からの注目を象徴するが、技術流出をどう防ぐのか課題も浮かぶ。

そのスタートアップは中国出身の郭若峰・最高経営責任者（CEO）が 2022 年に設立した

「応用技術研究院」だ。横浜市の工業地帯の一角に研究開発拠点を構える。    ４



 

 

□メモリー価格 “天井見えず” AI 向けにシフト、不足深刻化            2026.1.1 

 スマホ・パソコン部品コスト直撃、販売価格にも影響 

半導体メモリーの価格上昇が止まらない。特にＤＲＡＭ大手がＡＩ向けに必須な広帯域

メモリー（ＨＢＭ）への生産シフトを加速したことで、産業向けの利用も多いＬＰＤＤ

Ｒ４の不足感が増した。ＮＡＮＤでも同様の傾向になりそうだ。各社が生産能力増強に

慎重な構えを崩していない現状では、価格の高止まりは継続する公算だ。 

  

一方、中国のメモリーメーカーでは景色が異なる。中国の大手メモリーメーカーはＤＲ

ＡＭを手がける長鑫存儲技術（ＣＸＭＴ）とＮＡＮＤの長江存儲科技（ＹＭＴＣ）があ

る。既に両社はスマホや産業機器向けに適用できる製品を製造しているとみられ、中国

国内でのシェアは高い。現地では「韓国製よりも２―３割安い」（業界筋）という価格競

争力を強みに、韓国メーカーからシェアを奪っているもようだ。 

 

□26 年半導体市場はメモリー争奪 サムスンは最高益、スマホ供給懸念も    2026.1.9 

2026 年の半導体市場はメモリーの奪い合いが波乱要因となる。生成 AI向けの需要で汎用

品も逼迫する。手がける企業の業績を上押しする半面、メモリーの不足や価格高騰でス

マホやパソコンの生産が滞れば、こうした機器に搭載される CPU や汎用半導体の需要回

復にブレーキがかかりかねない。 

 
 

□ＬＧイノテックが UTIとガラス基板強化技術を共同開発し FC-BGA 競争力強化 

                                       2026.1.8 

LG イノテックは半導体パッケージング市場の構図を変える次世代技術であるガラス基板

事業の競争力強化に向け、ガラス精密加工の専門企業である UTI と研究開発で協力する

と 8 日に明らかにした。双方は次世代半導体基板であるガラス基板の強度を高める技術

を共同開発する計画。LG イノテックは韓国の事業所にガラス基板の試験生産ラインを構

築し、グローバル顧客企業や国内外のガラス基板技術保有企業と協業して技術開発を加

速している。とりわけ最近注力している高付加価値半導体基板の FC-BGA にガラス基板

技術を適用し、事業競争力を強化する方針だ。                ５ 



□信越化学、半導体を微細加工                              2026.1.9

低コストの装置と材料、27 年提供 AIにらみ「後工程」開拓

信越化学工業は半導体の微細加工で新たな顧客を開拓する。半導体チップを完成品に組

み立てる「後工程」で、コスト低減や生産効率化が可能な装置や材料を 2027 年から提供

する。人工知能需要の拡大をにらんで後工程の事業にも注力し、事業の裾野を広げる。

□光電融合技術 高速・省エネで情報処理 「IOWN」研究着々           2026.1.13

データ伝送、光通信に置き換え 中核技術にシリコンフォトニクス

次世代技術の注目分野として光電融合技術が脚光を浴びつつある。光電融合技術とは光

と電気の融合により、情報処理の高速化と省電力化を同時に実現する画期的な技術。生

成ＡＩの普及などによるデータ流通量の増加は、データセンターなどのｲﾝﾌﾗを中心とす

る電力使用量の増大が懸案事項となっており消費電力抑制の切り札として期待が高まる。

□キヤノン、ウエハー平たん度向上 ナノインプリント応用   2026.1.14 

IAP技術による平坦化工程（キヤノン提供） 

キヤノンは、露光装置に代わる次世代半導体製造装置「ナノインプリントリソグラフィ

（ＮＩＬ）装置」の技術を使い、ウエハーの平たん度を高める新装置を 2027 年に製品化

すると発表した。ウエハー表面の凹凸を５ナノメートル以下に抑える。先端ロジックや

メモリーで適用が増えている化学機械研磨（ＣＭＰ）などの一部工程を置き換える。

□半導体ﾚｼﾞｽﾄ、30年ぶりの新星 MOR サムスンなど採用へ   2025.12.5 

フォトレジストに約 30 年ぶりの新顔が加わりそうだ。金属酸化物レジスト（MOR）と呼

ぶ新型レジストの供給が 2026 年に始まる見通しで、韓国 Samsung Electronics などが

2026〜27 年に半導体の量産に導入する公算が高まった。次世代の EUV（極端紫外線）露

光と組み合わせて使われる。ADEKAはレジストメーカー向けに MOR 用材料の供給を始めた。

金属と有機分子を結合させた金属錯体と呼ぶもので、MOR の中核材料となる。MOR は金属

を使う新しいタイプのレジストで、約 30 年にわたり業界標準だった有機高分子系の化学

増幅型レジスト（CAR）よりも露光の解像度を高められる。MOR には液状レジストを半導

体ウエハーに塗布するウェットと、化学的気相成長法（CVD）でレジストを成膜するドラ

イの 2方式がある。半導体製造装置ﾒｰｶｰにとってｹﾞｰﾑﾁｪﾝｼﾞｬｰとなる。 ６ 



□世界の半導体市場、昨年 21％増 125兆円 ガートナー調べ             2026.1.14

首位エヌビディア、売上高 1000 億ドル突破破

米調査会社ガートナーによると、2025 年の世界の半導体市場は前年比 21%増の 7930 億ド

ル（約 125 兆円）だった。24 年に続き、ＡＩプロセッサーや広帯域メモリー（ＨＢＭ）

などＡＩ半導体が伸びた。個別企業のランキングでは、画像処理半導体（ＧＰＵ）最大

手の米エヌビディアが売上高で同 63.9%増の 1257 億ドル、シェア 15.8%と首位。売上高

が 1000 億 ド ル を 超 え た 初 め て の 半 導 体 メ ー カ ー に な っ た 。

□中国 AI 半導体、脱エヌビディア                           2026.1.17

政府も「自立自強」へ支援 年内に国内自給率 8割も

中国の人工知能（AI）半導体企業が急成長している。新興の摩爾線程智能科技（ムー

ア・スレッド）などが製品開発を急ぎ、政府も「自立自強」へ支援を強める。2024 年に

3 割だった国内自給率は 26 年に 8割へ高まるとの予測もある。

□台湾が米国と関税合意、半導体など 40兆円投資 相互関税は 15%に下げ   2026.1.17

米商務省は 15 日、米国と台湾の貿易交渉が合意に達したと発表した。台湾企業が半導体

を中心に 2500 億ドル（40 兆円）の対米投資を約束し、米国は台湾にかける 20%の相互関

税を、既存税率と合計で 15%まで下げる。

□ヌヴォトン、紫外半導体レーザー出力向上 マスクレス露光用  2026.1.19 

ヌヴォトンテクノロジージャパン（京都府長岡京市）は、先端半導体パッケージ向けマ

スクレス露光用に、出力を高めた紫外半導体レーザー「ＫＬＣ３３０ＦＬ０１ＷＷ＝写

真」を開発した。出力１・０ワットで、同社によると一般的なパッケージの同波長レー

ザーでは業界最高クラス。半導体の回路線幅の微細化が技術やコストの面から限界を迎

える中、適用が進む３次元（３Ｄ）パッケージやチップレット向けに提案する。

７ 



□蘭 ASML、半導体の後工程に参入 ニコンも挑戦                    2026.1.21

組み立て装置、キヤノンの牙城 AI 向けで需要半導体の製造プロセスで最終製品に組み

立てる「後工程」に、露光装置で世界最大手の ASML ホールディングが参入した。チップ

同士をつなぐ層に配線を描くための装置で、同分野をほぼ独占するキヤノンに挑戦する。

ニコンも 2026 年度の量産を目指している。最先端半導体の性能を高めるために後工程も

重要になっている。

□TOPPAN、半導体 3部材に 400 億円 石川に新ライン、製造法確立へ         2026.1.27

ＴＯＰＰＡＮは、ガラスコアの半導体パッケージ基板「ＦＣ―ＢＧＡ」、ガラスインター

ポーザー（中間基板）、有機再配線層（ＲＤＬ）インターポーザーの三つの部材の製造技

術の確立に向けて４００億円を投じる。石川工場にパイロットラインを導入し、機能の

異なる複数の半導体チップを一つの基板に集積する「チップレット」に対応した次世代

半導体パッケージに必要な部材の研究開発を加速する。同ラインは２０２６年７月の稼

働開始を目指す。大阪公立大学などと連携し、510mm*515mm パネル型の有機材料に対して、

絶縁膜に配線溝を掘った後に銅を埋め込み、最後に余分な銅を研磨除去する「ダマシン

工法」を用いた製造技術を開発する。

□ガラス基板信頼性底上の一手、Taesung、TGV後工程で存在感             2026.1.27

韓国の PCB 装置メーカーTaesung は、ガラス基板メーカーJWMT（旧 Zhongwoo M-Tech）か

ら先端 TGV（Through Glass Via）向けガラス後工程装置を受注したと発表した。新装置

は、レーザー分離後のガラス切断と、マイクロクラックを低減しエッジ強度を高める化

学ヒーリング工程を統合。従来のブレーク方式に比べ、信頼性を大幅に向上させる。装

置は次世代パッケージ向け TGVガラス基板の量産ラインに導入される。

□ＤＲＡＭ、大口価格 4割高 11～12 月 ＡＩ向け優先で品不足 パソコン出荷に影響

  2026.1.29 

半導体メモリーの DRAM が一段と値上がりした。指標品の 2025 年 11～12 月の大口取引価

格は、前回価格交渉が成立した 9 月に比べ 4 割高で決着した。世界大手がデータセンタ

ーに置く人工知能（AI）サーバー向けの供給を優先しており、パソコン（PC）など民生

分野に使う指標品の供給が不足。需要家は希望数量を確保できていない。 
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□サムスン・SK、メモリー増産 売上高最高、再投資へ巨費 AI需要急増、対応急ぐ

 2026.1.30 

韓国のサムスン電子と SK ハイニックスは好調な業績を発表し、メモリー半導体の設備投

資を大きく増やす計画を発表した。人工知能（AI）の普及で需要が急増し、供給が追い

ついていないため巨額の投資を続ける。中国勢も汎用品を中心に生産を増やしつつあり、

需給の見極めが問われる。 

□中国 半導体装置を国産化 昨年、世界上位２０社に３社 米の輸出規制で台頭

2026.1.31 

2025 年に世界の半導体製造装置メーカー上位 20 社に中国企業が 3 社入り、22 年の 3 倍

に増えた。中国は弱みだった装置の国産化率を 2～3 割に伸ばしたとの見方もある。先端

半導体を開発・生産できないよう米国に装置輸出を規制されたが、独自のサプライチェ

ーンを築き始めた。中国政府系の北方華創科技集団（NAURA）が 5 位に入り、ASMLホール

ディング（オランダ）、米アプライドマテリアルズ、米ラムリサーチ、東京エレクトロン

の世界 4 強に迫る。01 年設立で、回路を削るエッチングや膜を張る成膜など幅広い製造

装置を手掛ける。売上高は 25 年に前年比 21%増えた。13 位の中微半導体設備（AMEC）は

ラムリサーチやアプライドで働いた経験を持つ技術者が中国で創業した。台湾や韓国な

どにも拠点を持ち、主力のエッチング装置は最先端に近い回路線幅 5 ナノ（ナノは 10 億

分の 1）メートル級のチップ製造にすでに採用されているという。20 位の上海微電子装

備（SMEE）は露光装置を手掛ける。ウエハーに回路を描く露光装置は半導体の性能向上

に欠かせない。世界最大手の ASML と比べると旧世代装置が中心だが、数少ない中国露光

装置メーカーとして需要を取り込んでいる。
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■新技術、材料、電池

□宇宙「生活」向け素材開発磨く 用途拡大、「夢の市場」先手 2025.12.29 

レゾナック、中性子防ぐ半導体保護材  三井化学、生殖細胞培養キット

次世代の宇宙開発を見据え、素材各社が材料開発に乗り出している。レゾナック・ホー

ルディングスが開発した中性子を防ぐ素材を使った半導体利用の宇宙実験が 2026 年 1 月

にも始まる。三井化学は生殖細胞培養キットを開発。宇宙ビジネスは衛星などに加え旅

行や居住といった「生活」利用が期待される。技術力を磨き「夢の市場」に先手を打つ。

□世界初の“プラズマ冷却”技術搭載ﾉｰﾄ PCが CES 2026 でﾃﾞﾋﾞｭｰ   2026.1.4 

「ファンレス冷却革命」の幕開けか

スペインと米国ニュージャージー州に拠点を置くディープテック企業「YPlasma」は、、

機械的な可動部品を一切持たない「ソリッドステート（半導体/固体）冷却」を用いたラ

ップトップ PC のプロトタイプを世界初公開すると発表した。従来の「ファン（送風

機）」という概念を根底から覆すこの技術は、「誘電体バリア放電（DBD：Dielectric

Barrier Discharge）」という物理現象を応用し、プラズマの力で風を生み出す。YPlasma

のアプローチが画期的であるのは従来のコロナ放電ではなく、誘電体バリア放電（DBD）

を採用している点にある。
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□ＴＤＫ、新電池を来年度前半に量産 スマホ向け、薄型・大容量      2026.1.7

ＴＤＫはスマートフォン向け電池の次世代品の量産を 2026 年度前半に始める。負極にシ

リコンを使うリチウムイオン電池の最新世代で、より多くの電気をためられる。折り畳

みスマホなどの登場で、薄くても大容量の電池が求められていることに応える。

□日東電工、電気剥離テープ 2倍超 消費者修理ニーズ拡大              2026.1.13

日東電工は電子機器の部品などを固定するための電気剥離テープを増産する。愛知県豊

橋市の事業所に３９０億円を投じて新工場棟を建設する計画で、生産能力は２０２９年

度に２５年度比５割増える。同テープは電気を流すと固定対象を自由に剥離できるのが

特徴。欧米で消費者が製品を修理する権利を保証する動きが拡大する中、電子機器を修

理しやすくする同テープは需要が拡大する見通し。新工場棟では折り畳みできるフォル

ダブルスマホで使われる光学用透明粘着シート（ＯＣＡ）も生産する方針。

□ペロブスカイト太陽電池の「弱点」を完全克服                    2026.1.13

85℃の高温で 1100 時間耐久、「分子の接着剤」が拓くエネルギー革命

ペロブスカイト太陽電池は、長らく「夢の材料」と呼ばれながらも、「熱」と「時間」に

対してあまりにも脆弱だった。しかし 2026 年 1 月、英国マンチェスター大学の研究チー

ムがブレイクスルーを達成し、科学誌『Science』にその成果を発表した。彼らは「分子

接着剤」として機能する新たな化学物質を用いることで、太陽電池の表面欠陥を修復し、

驚異的な耐久性を実現したのである。鍵を握るのが、研究チームが開発した「アミジニ

ウムリガンド（amidinium ligands）」と呼ばれる小分子を用いた新しいｺｰﾃｨﾝｸﾞ技術だ。

□自己修復”する次世代素材が航空機や宇宙船の「数百年」に渡る使用を可能にする

2026.1.24 

ノースカロライナ州立大学（NC State）の研究チームが、材料工学の歴史を塗り替える

画期的な発明を成し遂げた。彼らが開発したのは、航空機や風力タービンに使用される

複合材料の内部損傷を、1,000 回以上も自律的に修復できるという驚異的なテクノロジー

だ。従来の複合材料の寿命が数十年であるのに対し、この新素材は 100 年以上、メンテ

ナンス頻度によっては 500 年もの間、構造的健全性を維持できる可能性を秘めている。

□iPS 細胞の凍結保存に新手法 神戸大学が開発、量産化に道           2026.1.27

神戸大学の研究グループは iPS 細胞を凍結保存できる新たな技術の開発に成功した。従

来は培養容器からはがして凍結保存する必要があったが、細胞同士の接着を弱め、容器

ごと凍結保存できるようになる。今回の工程を自動化できれば、iPS 細胞製品の量産が可

能になり、また iPS 細胞を作製してから医療現場に届けるまでの時間を大幅に短縮でき

る可能性がある。
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□ハドラス、滑雪コート剤 ＬＥＤ信号機・車向け拡販                2026.1.27 

ハドラスホールディングス（ＨＤ、東京都中央区）は、信号機や交通標識、屋外の手す

りなどの積雪対策用に滑雪効果のあるガラスコーティング剤を開発した。強力な撥水効

果で雪が固着する前に滑り落ちる仕組み。同社の実験では１７度と従来の３分の１程度

の傾斜で滑雪効果を確認した。近く販売を始める計画で、雪に弱い発光ダイオード（Ｌ

ＥＤ）信号機などへの拡販を進める。自動車の除雪作業の負担軽減用にも供給する方針。。 

 

□旭化成、高周波デバイス性能向上 HEMT高耐圧・低抵抗化        2026.1.23 

旭化成は名古屋大学の須田淳教授・天野浩教授らと共同で、窒化アルミニウム（ＡＩ

Ｎ）基板を使った窒化ガリウム（ＧａＮ）の高電子移動度トランジスタ（ＨＥＭＴ）に

おいて従来比２倍以上の高耐圧や低抵抗化を実証した。次世代通信規格「６Ｇ」をはじ

めとする通信・レーダーシステム向け高周波デバイスの性能向上につながり、将来の社

会実装に貢献するブレークスルーとなりそうだ。 

  P/AIN基板上に積層した AIN /GaN/AIN HEMT の模式図 

 

□ダイセル、マイクロプラント 5 月稼働 半導体用ポリマー生産      2026.1.30 

ダイセルは小さなガラス板の中に作った微細な流路内で化学素材を生産する「マイクロ

流体デバイス」を用い、半導体向けレジストポリマーを試験的に生産する。新井工場

（新潟県妙高市）で５月にも始める。２月に同デバイスを使った「マイクロプラント」

を設置。試験生産を経てサンプル提供する。大規模プラントで化学素材を製造するのに

比べ、必要な量を少ないエネルギーで効率よく作ることができる。生産技術などの開発

を重ね、付加価値が高く、高品質が求められる素材生産などに適用を広げる。 

 

□ペロブスカイト太陽電池の「透明電極」安価に…東洋インキが新工法、30年メド供給へ 

                                  2026.1.29 

東洋インキは、ペロブスカイト太陽電池の透明電極の回路を形成する「パターニング」

について、コストを下げる新工法を開発した。透明電極コストが最大 80％下げられると

試算している。今後、フレキシブル基板（FPC）や金属加飾向けなどに提案、実証して工

法の信頼性を高め、2030 年までに PSC 向け透明電極の供給体制を整えたい考えだ。新工

法はまず、基板に水溶性インキで導電材料を削らない場所を印刷し、その上に導電材料

を積層する。その後、水洗いして水溶性インキとその上の導電材料を除去する。 
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■カーエレクトロニクス

□中国車が世界販売首位に 低価格攻勢、日本抜く 今年 EV輸出増、強まる摩擦

 2025.12.30 

2025 年新車販売で中国車メーカーの世界販売台数が初の首位になる。米国を抜き 20年以

上首位だった日本車は 2 位になる。中国は自動車輸出が既に首位で自動車大国としての

地位を確立する。価格競争力が高い中国勢に対抗するため、各国は関税や新規格で障壁

を設ける。世界で摩擦が強まり、自国企業を守る保護主義が強まる恐れがある。 

□ＢＹＤ、ＥＶ世界首位 2026.1.3 

テスラ超え、昨年 225万台販売 競合が価格と技術で迫る

中国自動車大手の比亜迪（BYD）が暦年ベースで初めて電気自動車（EV）の世界首位にな

ることが確実となった。2025 年の EV の新車販売は前年比で約 3 割増え、米 EV 大手テス

ラを引き離したとみられる。新車販売を急速に伸ばしてきた BYD には中国市場での逆風

が強まっており、成長の鈍化にも直面している。BYD の 25年の EV 乗用車の販売台数は前

年比 28%増の 225台だった。競合のテスラは 164万台になるそうだと公表している。

□EV の知見、船舶電池開拓 中国 CATL、900隻に供給 脱炭素へ外航船向けも

  2026.1.6 

中国の車載電池最大手、寧徳時代新能源科技（CATL）が船舶の電動化の需要を開拓する。

船舶向けの電池や制御システムを開発し、内航船を中心に搭載実績は約 900 隻に達した。

今後は遠洋船向けの技術も開発し海運会社などに売り込むことも視野に入れる。水上交

通に電池の用途を広げて一段の成長を目指す。 
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□重い EV、道路・橋に傷み 再エネ普及に負の側面 太陽光発電、農地を奪う

 2026.1.27 

地球温暖化を防ぐために再生可能エネルギーの普及が世界で進むが、思わぬ負の影響が

広がる恐れが出ている。重い電気自動車（EV）が増えて道路や橋が傷んだり、発電所の

建設で農業や漁業に被害が出たりする可能性を複数の科学研究が指摘する。温暖化ガス

の削減をめざすだけでなく、再生エネの利用増加が社会や経済にもたらす様々な「副作

用」にも目を配る必要がありそうだ。 

□トヨタの 25年世界販売、過去最高で 6年連続首位 スズキは日産超え   2026.1.29 

トヨタ自動車が 29 日発表した 2025 年の世界販売台数（レクサス含む）は、前年比 4%増

の 1053 万 6807 台と、過去最高を更新した。ハイブリッド車（HV）が米国などで好調だ

った。ダイハツ工業、日野自動車含むグループ世界販売も 5%増の 1132 万 2575 台で最高

だった。6 年連続で世界首位となった。国内メーカーの世界販売ではスズキが日産自動車

を抜き、日本車 3位に浮上した。日本車 2位はホンダで 8%減の 352万 1905 台だった。半

導体不足の影響を受けた。世界販売で 2 位は独フォルクスワーゲングループの 898 万台。

■通信

□ソフトバンクが AI高速通信網を今年整備 自動運転・ロボ普及に道   2026.1.10

基地局でデータ処理ソフトバンクは 2026 年から、携帯基地局と人工知能（AI）基盤を組

み合わせた新しい高速通信網を整備する。通信制御と AI データ処理を同時にこなす。大

規模なデータセンターに頼らず現地（ローカル）で AIを使えるようにする。
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□佐賀大発新興、ダイヤ半導体を社会実装へ 月内サンプル製販        2026.1.12

１２０ギガヘルツの高周波性能実現

通信用途のダイヤモンド半導体の社会実装に向けた動きが本格化している。佐賀大学発

のスタートアップ、ダイヤモンドセミコンダクターは 1 月からサンプルの製造・販売を

順次始める。これに先駆け 2025 年 12 月にはマイクロ波帯・ミリ波帯での１２０ギガヘ

ルツ（ギガは１０億）の増幅という高周波性能を確認したと発表。

□データセンター 光電融合で変貌、GPU間も光化             2026.1.20

AI（人工知能）の普及により、ハイパースケーラー（大手クラウド事業者）が運営する

データセンター内で Tbps（テラビット毎秒）級の大容量データをやり取りする必要が出

てきた。その実現に向け、電気回路が担っていた一部を光回路に置き換える光電融合の

導入が加速していく。今後、サーバーラック内では GPU（画像処理半導体）のような AI

半導体同士の接続にも光電融合が使われる。

□ＮＥＣ、多数アンテナで同時接続 5G基地局無線機開発         2026.1.26

ＮＥＣは第５世代通信（５Ｇ）に利用する周波数６ギガヘルツ（ギガは１０億）より下

のサブシックス帯向けに、多数のアンテナから各端末に専用の電波を割り当てることで

基地局に同時に接続できる「マッシブＭＩＭＯ」技術を搭載した新たな基地局装置・無

線機（ＲＵ）を開発した。現行のアンテナ一体型ＲＵの後継機として、性能評価などの

検証を経て、２０２６年度上期に国内向け、下期には海外向けの提供も目指す。

■環境/エネルギー/ＳＤＧｓ

□北京は大気汚染どう改善？インドが注目 中国も協力へ前向き      2026.1.12

企業が小型測定機配布、大気の状態「ＡＱＩ(AirQualityIndex)」情報を提供

経済発展とともに大気汚染が悪化しているインドで、大気汚染を改善した中国の経験が

「北京モデル」として注目され始めている。北京での実体験から、大気の状態や健康へ

の影響がわかるウェブサイトを立ち上げた起業家もいる。
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■企業動向、製品動向

□ＡＩ株高、来年も続くか ３銘柄、日経平均上昇幅の５４％占める    2025.12.31

「ソフトバンクグループ」「アドバンテスト」「東京エレクトロン」

2025 年の日経平均株価は年間１万円超の歴史的な上昇幅を記録し、５万円台でフィニッ

シュした。トランプ米政権の関税政策や高市早苗政権の誕生で乱高下する相場を、Ａ

Ｉ・半導体関連の銘柄が引っ張った。２６年もＡＩ株高が続くかは、米国の金融政策が

大きな鍵を握りそうだ。

□中国軍民両用品の対日輸出規制 レアアース対象か 経済圧力強める  2026.1.7/8

中国政府は 6 日、軍民両用の規制に基づいて日本への輸出規制を強化すると発表した。

高市早苗首相の台湾有事を巡る国会答弁を念頭に、経済圧力を強める。レアアース（希

土類）関連製品も対象に含むとの指摘もあり、日本の産業に影響が出る可能性がある。

□国産レアアース開発へ始動 南鳥島沖に探査船出航、経済安保に備え   2026.1.13

電気自動車（EV）や医療機器などの製造に欠かせないレアアース（希土類）の日本国内

での生産をめざす取り組みが始まった。内閣府が主導する計画で小笠原諸島の南鳥島沖

でレアアースを含む泥を試掘する探査船が 12 日午前、清水港から出航した。世界のレア

アース生産の大半を中国が担うなか、国産資源を開発して輸入が滞る事態に備える。

2030 年ごろに商業採掘が始まる可能性がある。

□世界スマホ出荷数 2%増 昨年、アップル 3 年連続首位         2026.1.15

米調査会社 IDC は、2025 年のスマホの世界出荷台数が前年比 1.9%増の 12 億 6030 万台だ

ったと発表した。米アップルが 3 年連続で首位。消費者が関税やメモリー不足に伴う値

上げを見越し前倒し購入する動きもあり iPhone など高価格帯のスマホ販売が堅調だった。
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□割引品ずらり、悩む中国 弱い消費・過当競争、デフレ圧力       2026.1.20

中国経済の失速が鮮明になっている。１９日発表の２０２５年の実質経済成長率は

５・０％と、政府目標の「５％前後」は達成したものの、直近の１０～１２月期では

４・５％と３四半期連続で減速。個人消費の落ち込みに加え、過当競争という中国経済

が抱える長年の問題も拍車をかけ、デフレ圧力が一層高まっている

□ソニーグループ、テレビ事業を分離 中国 TCLとの合弁に承継 2026.1.21 

ソニーグループは 20 日、テレビ事業を分離し、中国のテレビ大手の TCL グループと合弁

会社を設立すると発表した。出資比率は TCL が 51%、ソニーG 傘下でエレクトロニクス事

業を手掛けるソニーが 49%となる。ソニーG はかつての主力だったテレビ事業を切り離し、

ゲームや音楽・映画などエンターテインメント事業への集中を鮮明にする。

□中国 TCL、テレビ首位王手 2026.1.24 

ソニー取り込み規模拡大、51%出資 高価格帯で収益向上

中国テレビ大手の TCL グループが世界首位へ王手をかける。高い知名度を持つ「ソニ

ー」ブランドを取り込み、高価格帯の分野をテコ入れする。2027 年には韓国サムスン電

子を抜き、初めてテレビ首位に立つとの見方がある。

□ｺﾝﾃﾝﾂ立国への挑戦 稼げる IP（知的財産）、日本勢が上位席巻     2026.1.23

世界の IP 収入ランキングではポケモンやハローキティなど日本勢が上位を席巻する。コ

ンテンツ関連企業の層の厚さも強みだが、米中に比べて政府予算が少ないのが課題だ。

「日本のコンテンツは『まだまだ』といわれるが、実はそうではない。世界がうらやむ

ポジションを確立している」。
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□Ａｐｐｌｅ、iPhone 好調で 10〜12月最高益 イスラエルの AI 企業買収  2026.1.30 

米アップルが 29 日発表した 2025 年 10〜12 月期決算は、売上高が前年同期比 16%増の

1437 億 5600 万ドル（約 22 兆円）、純利益が 16%増の 420 億 9700 万ドルだった。新型

iPhone の販売が好調で売上高、純利益とも過去最高。苦戦が続いた中国販売が回復した。 

同日、アップルがイスラエルの人工知能（AI）開発新興 Q.ai を買収したことが明らかに

なった。ティム・クック最高経営責任者（CEO）は 29 日の決算説明会でメモリー半導体

高騰の影響を問われ「大幅な値上がりが続いており、様々な選択肢を検討する」と述べ

た。製品の値上げの可能性への言及は避けた。26 年 1〜3 月期は売上高が前年同期比 13

〜16%増になると見込む。1〜3 月期はメモリー高騰の影響を織り込んだうえで、粗利率が

48〜49%になるとした。 

■ＡＩ、生成ＡＩ

□「フィジカル AI」実用時代 ヒト型ロボなど、11 兆円市場に 2026.1.7 

現代自、年 3万台量産 エヌビディアは自動運転向け技術

ヒューマノイド（ヒト型ロボット）の工場などへの大量導入が始まる。韓国の現代自動

車は 5日、2028年までに人工知能（AI）を搭載するロボットを年 3万台量産すると発表

した。AIでロボットやクルマを自律的に制御する「フィジカル AI」が広がる。
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□フィジカル AI に大型資金                      2026.1.9

2025 年のスタートアップ調達ランク ムジン、ロボ制御に強み

日本経済新聞がまとめた 2025 年のスタートアップの資金調達ランキングでは、ロボット

制御ソフト開発の Mujin（ムジン、東京・江東）や、自動運転技術を開発する Turing

（チューリング、東京・品川）が上位に入った。人工知能（AI）の性能が進化するなか、

ロボットや車を自律的に制御する「フィジカル AI」分野の成長期待が高まっている。

□米アップル、グーグルの AI「ジェミニ」を採用 Siri を改良へ     2026.1.13

米アップルとグーグルは 12日、共同で声明を出し、アップルが次世代 AI（人工知能）

の基盤モデルに、グーグルの AI「Gemini（ジェミニ）」のモデルやクラウド技術を採用す

ると発表した。提携は複数年にわたり、アップルの音声アシスタント「Siri（シリ）」の

さらなる個別最適化などに生かされるという。

□ヒト型ロボット、自動運転…「フィジカル AI」特許 破竹の中国、米国越え

  2026.1.16 

フィジカル AI関連特許の競争力を分析。国・地域別の総合力で世界首位となったのは

中国。米国が僅差で追い、韓国や日本が引き離されている構図が浮き彫りになった。

特許の蓄積は、テクノロジーが重要な競争力につながる産業において「地力」と位置付

けられる。その産業が伸長していく可能性を示す先行指標であり、中国がフィジカル AI

関連産業で優位に立ちつつある状況を示している。

□テスラ、AI 企業へ転換 高級 EV 撤退 ロボ工場に 脱炭素経営も変更   026.1.30

米テスラが電気自動車（EV）メーカーから人工知能（AI）企業への事業転換に 

乗り出した。高級 EVの生産・販売から撤退し、工場の生産品目をヒト型ロボットに 

切り替える。第二の創業を目指す。「壮大な未来に向けて大きな投資を行う。今年は最初 

のステップだ」。2025年 10～12月期の決算説明会に出席したマスク氏は創業以来初とな 

る事業転換を宣言した。 
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■その他

□人類 100億時代、命運握る 所有より体験 違い寛容        2026.1.1

「α（アルファ）世代」は「Z 世代」に続く、2010～24 年ごろに誕生した世代。生まれ

ながらにデジタル端末や SNS に囲まれて育ち、世代人口は史上最多の 20 億人超に達する。

人工知能（AI）が発達し、世界人口が 100 億人超のピークを迎える変革期の主役。α 世

代はいまは 16歳以下で、これから本格的に社会に出る。全員が 21世紀生まれ。

□日本人は働いていないのか 時間は減少、生産性も低水準      2026.1.6

「働いて働いて働いて働いて働いてまいります」で 2025 年の流行語大賞を受賞した高市早

苗首相が提唱する労働時間の規制緩和。ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ社員の増加や残業規制の影響で労働時間

が大きく減少。生産性も主要国中で最低水準と日本の供給力は課題に直面している。 

□ディズニー、夢の国から推しの国へ 中高年来場者が未成年上回る    2026.1.15

東京ディズニーリゾートが 1 月に累計の入場者数が 9 億人を超えた。日本人 1 人あたり

平均 7〜8回来園している計算だ。1983年の開園からのデータを振り返ると、α世代にと

って誰もが訪れたい「夢の国」から、熱心なファンが向かう「推しの国」になりつつあ

ることがうかがえる。
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2026.1.28 於）東京ビックサイト 産業タイムズ社 取締役会長、特別編集委員 泉谷渉氏講演メモ 

「半導体産業の実装技術はゲームチェンジの時代に突入する」 

・半導体の時代がやってきた：「半導体を制するものは世界を制する」国家の安全保障

  （甘利、麻生、安部各氏が主となった 2021年発足「半導体戦略推進議員連盟」からスタート） 

２０２５年度補正予算 １８兆円のうち３兆円はＡＩ・半導体 

今後プラス５～１０兆円 

従来は半導体デバイスメーカーへの投資だったが（ラピダス）、今後は装置・材料、

電子部品メーカーへの投資も動くだろう。 

・何が「ゲームチェンジ」となるか？

微細加工プロセスの限界、前工程２ナノから０．５ナノがシリコンの限界 

「後工程」の重要性が高まる。 設備投資も後工程が高まる。 

・電子デバイス業界 半導体「ＡＩがひっぱる」 ＡＩインパクト、データセンター

２０２４年 ９０兆円（前年比増２４％） 

２０２５年 １０５兆円（ １５％） 

２０２６年予測 １２５兆円（ ２０％） 

２０３０年予想 ２００兆円 

・ソニー  ＣＭＯＳイメージセンサー 

  自動車のエコ化（ＥＶ）、自動走行運転化（３２ケ/台）カメラモジュール）

６～７兆円売上規模になる可能性有る 

・ラピダスの強み  ①１．４ナノ  ＩＢＭ技術（ＧＡＡ）、ｉｍｅｃ 

②後工程 チップレット化、有機基板ＲＤＬインターポーザー 

一か所で全行程作る工場として、世界Ｎｏ．１ 

③光電融合デバイスの立ち上げ 

現在出来るのは、ＮＴＴ、ＩＢＭ 

④ウルトラスピード  納期２分の１ 

・メモリー  「マイクロン」（広島）ＨＢＭ 

「キオクシア」（四日市、北上）ＮＡＮＤフラッシュメモリー 

  酸化物半導体(IGZO)用いた高積層、低消費電力３Ｄ ＤＲＡＭ最先端半導体 

・ＴＳＭＣ熊本 経済効果大 １１兆円（２０２２年～２０３１年）

・後工程 ＯＳＡＴ(Outsourced Semiconduntor Assenbly and Test)の時代

  「アオイ電子」 

 「ＡＳＥ」（北九州市） 「アムコーテクノロジー」 

パッケージ基板    「イビデン」「新光電気」 

・装置 中国の影響有無の影響がメーカーによってあるが、 

  「製造プロセスのレシピは装置メーカーにあり！」 

・シリコン列島ニッポンの時代が到来、北海道から九州まで拡がる

世界シェア  ８％から３５％になる可能性ある（ラピダス＋ソニー＋・・） 
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■ＣＥＳ

・２０２６．１．６  日本経済新聞 ・２０２６．１．８  朝日新聞 

・２０２６．１．１０ 日本経済新聞

■ディスプレイデバイス（液晶・有機 EL他）・タッチセンサー・部材

・２０２６．１．６  日本経済新聞  ・２０２６．１．５  AV Watch 

・２０２６．１．６  Phile WEB ・２０２６．１．８  AV Watch 
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・２０２６．１．２８ 日本経済新聞

■半導体

・２０２６．１．１ 日刊工業新聞 ・２０２６．１．９ 日本経済新聞  
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・２０２６．１．３０  日本経済新聞 ・２０２６．１．３１  日本経済新聞 

■新技術、材料、電池

・２０２５．１２．２９ 日本経済新聞 ・２０２６．１．４ Xeno Spectrum 

・２０２６．１．２７  日本経済新聞 ・２０２６．１．２３  日刊工業新聞 

・２０２６．１．２９ ニュースイッチ

■カーエレクトロニクス

・２０２５．１２．３０ 日本経済新聞 ・２０２６．１．３ 日本経済新聞 

・２０２６．１．６ 日本経済新聞 ・２０２６．１．２７  日本経済新聞 

・２０２６．１．２９  日本経済新聞 

■通信 ５Ｇ/６Ｇ(第５世代/第６世代通信)

・２０２６．１．１０ 日本経済新聞 ・２０２６．１．２０  日経 TechForesight 

■環境/エネルギー/ＳＤＧｓ

・２０２６．１．１２ 朝日新聞 

■企業動向、製品動向

・２０２５．１２．３１ 朝日新聞 ・２０２６．１．２０/２１ 朝日新聞

・２０２６．１．７ 日本経済新聞 ・２０２６．１．８ 日本経済新聞 

・２０２６．１．１３   日本経済新聞  ・２０２６．１．１５ 日本経済新聞 

・２０２６．１．２１ 日本経済新聞 ・２０２６．１．２１ 朝日新聞 

・２０２６．１．２３ 日経ビジネス ・２０２６．１．３０ 日本経済新聞 

■ＡＩ、生成ＡＩ

・２０２６．１．７   日本経済新聞  

・２０２６．１．２１   日本経済新聞 ・２０２６．１．１６ 日経ビジネス 

・２０２６．１．３０ 日本経済新聞 

■その他

・２０２６．１．１ 日本経済新聞 ・２０２６．１．６ 日本経済新聞 

・２０２６．１．１５ 日本経済新聞 


